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1 経済情勢の動向把握

①国内外の経済情勢

②文献調査からみた業種別シナリオと

国際社会のメガトレンド

調査項目

2 地域経済の実態調査

①地域経済概況

②地域経済動向分析

③直近の業績動向分析

④アンケート調査

ア事業所アンケート

イ市民アンケート

ウ移住希望者アンケート

(5)ヒアリング調査

各種統計、文献等から国内外の新型コロナウイルスの影響や景気の概況などを把握

各種文献から国内の業種別の今後のシナリオを把握。各種統計、文献等から国際社会のメガトレンド
と国の経済・財政に関する方向性を把握

各種統計から長崎市の経済動向に関する概況を把握

地域経済循環分析などから地域経済の所得循環構造などを把握

企業決算データなどから市内企業の直近の経営状況などを把握

3 地域経済の動向,予測調査

1

4 第四次長崎市経済成長戦略の評価

5 長崎市のボテンシャル分析

調査概要

6 課題分析

市内事業者の経営環境や課題、必要な支援策、期待する成長分野などを把握

市民の労働環境、コロナの影響や不安、消費環境の変化などを把握

福岡在住で将来的に地方移住を考える人に対し、現在の職業や長崎市に移住し働く場合の希望業
種・職種、年収、課題などを把握

大学関係者、金融機関関係者、大手製造業者関係者等に対し、第五次長崎市経済成長戦略策定に
係る考え方や主要産業の動向等についてヒアリングを実施

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

地域経済のGDPの影響、消費などの見通しを把握。今後の地域経済のシナリオを予測

第四次長崎市経済成長戦略の評価と課題を整理

今後の地域経済におけるポテンシャルを分析

上記の調査の結果から課題を整理

=



①国内外の経済情勢

●ワクチン接種と人流の動向

ワクチン接種率(1回以上接極者/人口)
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◎コロナワクチン接種と人流の状況
・世界的にはワクチン接種の進展により新型コロナウィルス新規感染者数が急速に減少
・新規感染者数の減少により欧米を中心に人流が活発化

◎世界済情勢
・米国、中国、ユーロなど全体的には景気は急回復の方向
・ OECDによると2022年の世界全体の経済成長率は4.4%。日本を除く主要国・地域の成長率予想を

上方修正

◎日本済情勢
.ワクチン接種の遅れから下振れ懸念が強まるも、緩やかな持ち直しが続く
. OECDによると2022年の日本の経済成長率は2.0%と欧米諸国よりも低い見込み

・企業収益など二極化の方向が強まる。製造業は業績回復の見込みであるが、消費関連の非製造
業では厳しい状況が続く見込み

勢調査結果サマリー

深刻な悪化は回避。国内外の回復向を見据えた成長戦略が必要
令和3年4月以降の3回目の緊急事態宣言の発出で景気下振れりスクが高まっている
が、社会全体で感染防止への取組みが進んでいるうぇ、ワクチンの接種が進む効果、
海外経済の拡大などから深刻な悪化は回避できる見込み。



(2)文献調査からみた業種別シナリオと国際社会のメガトレンド

●国際社会のメガトレンドと裁が国の経済・財政に関する方向性

.

経,・財政に関る我ミ国の政策の主な方向
.

(※1:令和3年度税制革大綱、※2:令和2年度年次経済財政報告)

◎ウィズコロナ・ポストコロナの経済再生※1

◎デジタル社会の実現※1(企業・行政のDX化、スマートシティの進展など)

◎グリーン社会の実現※1(2050年力ーボンニュートラルの実現、SDGSなど) ■■■■

◎地方創生知

◎働き方改革・女性の就業促進地

◎デジタル化による消費の変化(EC市場拡大、シェアリング・エコノミー、サブスクリプションなど)地

DXの展

4つのメガトレンド

経済社会構造の 地環境間題の

変化 機感の高まり

(資料)課題解決イノベーションの投資促進に向けた経団連、東京大学、GPIFの共同研究報告書(2020年3月)、令和3年税制改革大綱(2020年12月)、
令和2年度年次経済財政報告(2020年11月)を基に本市が作成)

新型コロナウィルス感染拡大

人々のマインド

セットの変化
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◎文献調査での全体向
・コロナ動向により見通しが立たない分野が多いものの、製造、情報、工才、ルギー、小売りなどはDX

の進展などによるボジティブな展望が多い。

文献調査からみた業種別シナリオと国際社会のメガトレンド調査結果サマリー

◎メガトレンド

・ DX、社会構造の変化、環境意識の高まり、人々のマインドセットなどがメガトレンドとして位置づけ。
・ socioty5.0の実現により2030年までに名目GDPほ1.6倍まで成長可能との示唆

◎我が国の経済・財政の方向性
.ウィズコロナ・ボストコロナの経済再生

・デジタル社会の実現(企業・行政のDX化、スマートシティの進展など)
.グリーン社会の実現(2050年力ーボンニュートラルの実現、SDGSなど)
・地方創生

・働き方改革・女性の就業促進
.デジタル化による消費の変化(EC市場拡大、シェアリング・エコノミー、サブスクリプションなど)

ウィズコロナ.ポストコロナの済再生のキーワードは「DX」、「グリーン」
ウィズコロナ・ボストコロナの経済再生の切り口としては、「DX」や「グリーン」がキーワー
ドとなることは確実であり、今後、具体的な経済活性化施策に落とし込むことが重要



2 地域経済の実態調査

①地域経済概況

●長崎市の人口推計

■今後も人口減少・少子高齢化は進行。2045年ごろには人口は約31万人程度まで減少する可能性
圃域内経済マーケット規模は現状の3割近く減少

長崎市の人口動態・将来人口
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(資料)国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所推計値
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●長崎市の年齢別社会移動の状況(日本人)
人
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●長崎市の域内総生産等

総生産は合併時の平成18年に比べ62%増加。観光(宿泊・飲食サービス業)や保衛生などで成長が進むが、主力の造、卸・小売りは減少傾向。
期待の情報通信業も横ばいの傾向にあるが平成29年は前年より 21億円減少するなど、平成18年以降最低の総生産となっている。

1.800.000

市町別総生産(百万円)
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(資料)長崎県市町民経済計算
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●長崎市の製造品出荷額

主力の輸送用機械器具(造船等)はH18に比べH30年は▲45%。はん用機械器具は増加傾向。
造船からの構造転換か進むか、今後は脱炭素化に向けた取組みかボイントヘ

(億円)

5,740
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※合併前は町レベルの

中分類データ無し

H16H14

食料品製造業
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輸送用機械器具製造業

5,923 6,025
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その他の製造業
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5,236

H22
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2,149
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■石油製品・石炭製品製造業

鉄鋼業
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106 用暴
自動車,,空
機,鉄道車両及びそ
の他の輸送機械器
具(自転車,牛馬車

など)
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H27 H28 H29

家具・装備品製造業
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(資料)工業統計

ん用轍被器
工業用ボイラ、原動
機用ボイラ、発電用
ボイラ、蒸気機関・蒸
気タービン・水カター

ビン、はん用内燃機
関など
H18→H30:30%H30



◎人口動態
・今後も人口減少・少子高齢化は進行。2045年ごろには人口は31万人程度まで減少する可能性
.近年、15~19歳は450人弱、20~29歳は約900人が毎年流出超過。生産年齢人口は平成27年

(2015年)の250万人から2045年には15.4万人と約40%減少と予想。

◎地域済向
.総生産は合併時のH1引こ比べ62%増加。観光や保健衛生などで成長が進むが、主力の製造、

卸・小売りは減少傾向。期待の情報通信は横ぱい傾向

・県全体の開業数は年間約900件、開業率は38%と全国中位
.製造業は、主力の輸送用機械器具(造船等)は平成18年に比べ平成30年は▲45%。はん用機械

器具は増加傾向。造船からの構造転換が進むが、今後は脱炭素化に向けた取組みがポイントヘ

地域経済概況調査結果サマリー

生産は微増だが、製造や卸・小売りなどは減少向に。今後の立てしが要

.人口減少は労働力の不足や消費市場の縮小などの要因となる可能性があることか
ら、今後は戦略的な人材確保やサービス産業全体の高付加価値化・消費単価の向上
か重要なボイント1こなる。

.また、本市の基幹産業てある製造業や卸・小売業は減少傾向にある。時代の二ーズ1
合わせた造船業の構造転換や消費行動の変化に合わせた新サービスの提供などが
重要である



②地域経済動向分析

●長崎市の所得循環構造

本社への資金として864億
円か流出しτおり、その規模は
GRPの5.8%を占めている.

▲本社

GRPの5.8%

864億円

通動に伴うとしτ闘3億円
が琉出しており、その規襖は
G即の3.2%を占めている.

吟市では、14,863
憶円の付加値を稼い
ている.

所得

所拐

GRPの3.2%

北3憶円

^' 0③
^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

:平均生産性717.0万円ノ人 1:平均生産性137.0百万円/TJ :
1全田平均901.8万円ノ人 1:全国平均78.8^円ノロ:
^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

(145出1,719市町村)(813位/1,719市町村)

エネ鳥キー生産性は137.0労働生産性は717.0万円/
円/T1と全国早均よりも人と全国早均よりも低(、全

(、全国では145位てある.国τは813位である.

▲

財政移転は2●69隠円が流
入しており、その規はGRP
のユ0.0鴫を占めている.

財政移転(政府支出一税金)

2,969笥円 GRPの20.0%

16,485億円

14,863億円

長市の分配は16,船5億
円であり、の生産・販売

14,863円よりも大きい.

所得

11!,骨'

11人当たり所侶383.8万円 1
:全国平均418.1万円 1
,ーーーーーーーーーー"ー....ーーーーー..ー.ー'

1252位/1,719市田附)

その給果、長崎市の1人当た
は383.8万円と全国

早均よりも低(、全国で

1,252位である.

所得

エネルギー代金

dの GRPの3.1%

^ 458億円
ーが域外へ"8億円長 、

の癒出となっており、その規はGRPの3.1%を
占めている. 資料)地域経済循分析2015年版(

長崎市では物や観光等で
が273億円湾入してお

り、その規模はGRPの1.8%

を占めている。

支出
14,863億円

所

販冗

GRPの1.8船

273憶円

所

⑩

所得

紐常収支

GRPの13.

1,940億円

投資

GRPの0.3%

U億円

投資は"億円糖入しており、
その規はGRPの0.3%を
占めている.

移出入では1,9 円の濠

出となっており、モの規模は
GRPの13.19磯占めている.

境省、株式会社価値創造研究所)

.



●長崎市の産業別純移輸出額
^^^^

・域内の経済循環の流れを大くするためには、地域が個性や強みを生かして生産・販売を行い、域外からの所得を獲得すること'二図

力重要てある

・純移輸出額がプラスとなっている産業は、モノやサーヒスの購入に関して、域外への支払い額よりも域外からの受取り額の方が
多く、域外力ら所得を獲得てきる強みのある産業てある

・ここてま、産業別純移輸出額を用いて、域外から所得を獲得している産業が何かを把握する

■域外から所得を獲得している産業ははん用・生産用・業務用機械、輸送用機械、情報通信業保健衛生・社会事業、小売業、金

融・保険業等である。これらは、域内ての生産額が大きい産業であり、地域で強み いえる。

域外へ所得が流出している産業(=純移輸出がマイナスの産業)産業別純移輸出額【中分類】(億円)
は、のナニ1で1 これでていナ'いに、

カサ'し、か 1 とのの< に{ていかは、域外に所得が域外から所得を
の二つの可能性が考えられる900

流出している産業獲得している産業
1000

擶捌業

629
57フ

0

^^^^^^^^^^^^^^^^^^

263

1185

(資料)地域経済循環分析2015年版(環境省、株式会社価値創造研究所)

51
12

(8)(11)(18)(18)(29) (42)(46) 00)(86)(91)(131×135)(157×158×180)(201)(259×353)(356×399)(405×423)(428×511×621) 937

暗
燐 粟

値量

^^^^^^^^^

、

_______J

劇擬鰹捌

科
¥製

令
 
e
御

髭
矧

齢
龜
・
騨
牢

谿侭
型

、
仲
・
翼
叩

奪
建
旺
烈
毎

黛
墾
旺
案
糾
・
旺
製
州
・
旺
之
H
-

0
巨Ⅱ

n
巨口

辰
岳

。
H
異
擬
・
崇
・
ト
゛
て

、
耐
叩
一
・
瓣
傑

綜
拠
誓

K
Y
く
玲
・
暗
論
怜
鬮

蒜
媛

糾
剛
風
郵
胤
盤

綜
架
孳
裂
・
K
'
R

綜
製
倉
斤
令
型
日
剖

綜
廷

擦
K
山
ー
キ
鹽
似
築
綜
,
晦
燃
科
純
・

蕪
無

f
1
ー
ー
ー
,
ー
ー
ー
、

瓣
型
嗣
・
源
則

綜
K
田
1
力
仙
竃
・
妥
但

一
伯ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

蒜
K
山
ー
キ
型
e
印

紅
奪

6

蒜
督
嘘
,
趣
捌

2ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

6
 
綜
侭
一
、

1

1

゛

蒜
冊
岨
#
・
捌
耀
捌
唯

蕪
蚫
咽
忠

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー



2.鉱業・採石業・砂利採取業

3.建設業^器
4.製造業

5.電気・ガス・熱供給・水道業等

^

9金融業・保険業^

10.不動産業・物品業^需

.学術研究・専門・技術サービス業^券

12.宿泊業・飲食サービス業^ N

13.生活関連サービス業等^男

14.教育・学習支援業^留

6.情報通信業^§

フ,運輸業・郵便業

8.卸売業・小売業

X

16.その他サービス業^巳

(>)鮮峠瓣蹴

15、医療・福祉
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所得の域内循環.市内総生産の13%程度が域外に流出している。
生産額・移出額

生産額が最も大きい産業は、保健衛生・社会事業で2β35億円であり、次いで、はん用・生産用・業務用機械、情報通信業、建設業の生産額が.

大きい。

全国と比較して得意としている産業は、はん用・生産用・業務用機械、漁業、保健衛生・社会事業、教育、情報通信業、金融・保険業等である。.

域外から所得を獲得している産業は、はん用・生産用・業務用機械、輸送用機械、情報通信業、保健衛生・社会事業、小売業、金融・保険業等
である。これらは、域内での生産額が大きい産業であり、地域で強みのある産業といえる。

付加価値・労生産性
付加価値額が最も大きい産業は、卸・小売業であり、次いで、医療・福祉、製造業、金融・保険業の付加価値額が大きい。.

労働生産性は、全産業でみると県内では高いが、全国、人口同規模地域と比較すると低い。業種別では、金融・保険業が最も高く、次いで、農.

林漁業、情報通信業、製造業が高くなっているが、全国比較では第1次産業以外の労働生産性は全体的に低い水準にある。

サプライチエーン
.川上産業で最も規模が大きいΠよん用・生産用・業務用機械」は、地域内では主に「金属製品」、「電気機械」などから原材料を調達している。域

内でのサプライチェーンは比較的少ない構造である。

L

域外への得の流出をい止める
.域外への所得流出を抑えるための産業育成やサプライチェーンを構築する必要がある。
規模が大きく外貨を稼ぐ業種を更に伸ばす
.まん用・生産用・業務用機械、情報通信業なとは規模が大きく、外貨も稼ぐ産業であり、地域経済を成長させる上では

重要な業種といえる

済界全体として労生産性を高める
.労働生産性は金融・保険業や情報通信業、製造業などで高いが、全体的に全国平均よりも低い水準にあり全体的な底

上げ力求められる

造などの造転換を社会全体で押しする
構造転換や脱炭素化なとの新たな社会二ーズへの対応なとが進むよう、社会全体としての後押しが必要である。

地域経済動向分析調査結果サマリー

【産業構造の変化】製造業の構成比が平成19年に比べ平成29年は6ボイント低下するなど非製造のウエイトが高まる。
製造業は造船などの輸送用機械が'45%(H18→H30)、はん用機械が+30%と構造転換が進行。はん用性機械については脱炭素化へ
の取組みがボイントに



●企業決算デフタによる売上

全体売上はマイナス業種も多いが、全体の33%を占める卸・小売業の一部企業の売上拡大により、全体の下げ,二は'13%に止まった。
コロナ等の影響が大きい業種は宿泊・飲食、生活関連サービス業など。建設業や各種サービス業等は比較的堅調な推移をみせている。

売上増減別事業所数割合,

、当期前期 、.

':売上動向' ・前期, 、'加減少)
/前期/前々期:

期/前々川
一

Ξ 1,' 二

,1 ゛

1農業・林業 785,298 ▲4.8%'1.9%800,551840,7287 43% 71%

、, J =ξ、
. 1一甲. 風、

2.漁業
'.

・.21佛・" 8.眺5 6,354,467',.6.4781829 .5,962,473 60%●:

'ゞ、

生 Ξ'

3.鉱業・採石業・'砂利採取業 ''
3 3,762,747 3.538β71 3β96299 ▲5,9% 10.1、 33% ,;.

●咽^冒 ニ' i

4.建設業 100 109,980,409 イ.110;408,455,'115,365,900 ・',0.4%
^^^

円45% 53%47% 64%^^

゛

1」

5,製造業 116 58,637,198 58,286,917 54,535,3・15 '0.6%'6.4% 55% 45, 42%

,
;,尋

6電気・ガス・熱供給・,水道業"',・フ 2900 2%31モ 1'
9%71%

゛

,

フ.・報通信業 3.1%'5813,057,442・ 13,461β25 12,681,50622 64% 36 45%
.^ 'ニ.. ^ ^ ゛.Ξ:.一 ー^

0%,"
^

27!250,400,:27,789,861.' 27,193.682 2.27 63% 37ι 48%. 0
呼

甲^'

'1.佛 5.1%235,597,270 233,148,597 244,939,676408 4852% 56%44%

ン

661,8749 .1
,

75% 2% 50%50%乢
1

6,6%'16%12,841,368 13,693942・ 13,476,940123 75% 5 63%

、"一才..',竜、・ι二

8.743β00,・'8,758;031 1'沿,226,536 ' ''・ 70 66% 34'. 60%冒'
'1・.'J

Ξ゛

'12.酬▲182%44β18,511 39,426,178 32,266,27323 64% 85'6 '. 5'

tコ'^
^ 克. 貞゛'

、^ .'
.

6・1,085β17 65,2521058:、'52i220;579ゞ25 6.8%." 20.0% 72% 28 28% フ'.
"1 =.門

0.5%949,278 4.1胎944,115906,7993 67% 3 33',67%

":: ゛.」' 甲'、 、コ

●.4%'、Y 、'12%31,5161614 ' 31,949,419 31;556,618-;_.'166 5347% 63%37%
"ー

/■

'52%'03%フフ,68082;214 フフ,9238 3%38% 63% 38%

、→^、 ' ,゛..
%. ..゛'.

三 '.
1■ ,

10β37,602".10,718312 ',11,374,631 '1.1%゛,.6.1%97 56% 53%U" 4%

627'859,694 626,583,刀3 田8.199.8461.219

全休亮上、亮上増加奉集所敷も増加傾向と堅畑な捲移

生蔓子や甚面連の誠少力顎碧.外食自貫による影響

の可能性あり。印刷嘉界も全休的に誠少

風力発電奉集所の売と拡大が全休に彫春

'・(サンプル數が少ないため参考値)

ソフトウェア開発、斬閏案などが特に減少

桑合・貸切・貨物輸送なだの陸上交通は影暑大.運送

業は比較的堅調に推移

;生僻魚介、西類卸など食品圏連卸案や低闡連卸案など
'を中心に全体的に減少傾向にあるが、一都医療機罫叛
売金杜の菓績により全体士しては増加

U

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^冒号^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

,゛ 1

1 1,

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

8.運輸業・郵便業、"゜
ι゛

9.卸売業・小売業
^ 'ー

10金融業・保険業 ■,

^

11.不動産業・物品賃貸業

、乞学術研魂f専門・技術サーピス業

13.宿泊業・飲食サービス業
甲雫1..'・., J,、..゛冒

.14.生活関連サ」ビス業
■.

15教育・学習支援業

^、、,、'.・

dβ.医療・福祉.,、
雫,'

17.複合サービス業

118,サービス業(その'他ず'

48%

全休的に売上減少事業書が堆加

当期/前期特記事項

」

52%

.

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

1

減少企集数が均加するも不動産販売なゼ比較的堅調

に推移

設計回連で減少が目立つがモの他専門巨は比駁的堅

調に推移、

ボ〒ル、歓食店などが特に薫少

駿行代理店、結蛎式場、カラオケ、バチンコなぞが特に
減少

56%

、^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

1

16

警青や機械整悌なE比較的堅調に換移
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売上
・全体売上はマイナス業種も多いが、全体の33%を占める卸・小売業の一部企業の売上拡大によ

り、全体の下げ幅は▲13%に止まっナニ。

・コロナ等の影響が大きい業種は宿泊・飲食、生活関連サービス業など。建設業や各種サービス業
等は比較的堅調な推移をみせている。

経常利益
・当期は前期に比べ増益業種が増加。運輸業などは巣ごもり需要による宅配業などの増益が目立

つ。全体としては17%程度の増収となった。
.一方、宿泊・飲食サービス業や旅行代理店、結婚式などの生活関連サービス業などで大幅な減益

となった。

直近の業績動向分析調

営状態は二化の向が強まる。業継続支援と回復に向けた取組みが必要

全体的にはコロナの影響を受け厳しい経営環境がうかがえる。国などの関係機関
と連携した事業継続支援が必要。

宿泊・飲食サービス業や生活関連サービス業など非常に厳しい経営環境にある業
種と、コロナ禍においても売上・利益を伸ぱす業種があるなど二極化の傾向がみら
れる

今後は必要な事業継続支援とともに、回復に向けた取組みの両面が必要。



(4)アンケート調査

調査概要

調査目的

調査対象

事業所アンケート調査

経営状況や課題、今後の取組み意欲な
どを把握

調査手法

調査時期

サンプル数

回収数(回収率)

調査内容

直近の売上動向分析の対象事業所

郵送による配布・回収

令和3年5月

1,251事業所

436件(34.9%)

事業所概要
経営実績

従業員数の増減
雇用の過不足感、採用計画
設備投資の実績、目的
テレワークの状況

デジタル化への対応状況

行政支援策の活用状況
経営課題
雇用面の課題
資金面の課題
デジタル化の課題

事業承継の課題

長崎市経済活性化への重要な視点
有望な成長分野
今後必要な施策

市民アンケート調査

コロナ禍による家計や市民生活の変化。
今後の就業意欲、希望する働き方などを

把握

長崎市在住の18歳から70歳までの男女
a8歳から50歳までを90%、60歳以上を
10%で無作為抽出)

郵送による配布・回収

令和3年5月

2,000人

745件(37.3%)

性別、年齢、家族構成、世帯年収
現在の職業・職種
コロナによる労働環境・収入の変化
雇用不安、収入不安
キャリアアップの取組み
働き方の変化
今後の働き方

在宅ワークにおける課題
消費行動への影響
消費生活の変化
長崎市における有望な成長分野
(無職の方用)

今後の就業意欲
働きたい業種・職種、働き方

移住希望者アンケート調査

移住に関心を持つ人の生活・就業スタイ
ルや長崎市への移住二ーズや移住決定

にあたっての重視点などを把握。

福岡県在住者

インターネットアンケート

令和3年5月

13,128人

322人

出身地
家族構成

現在の業種・職種
他地域へ移りたい理由
移住先としての長崎市の可能性

移住後の希望業種・希望職種
移住後の希望年収

移住にあたっての重要事項



ア事業所アンケート

●売上高・デジタル化への対応状況・雇用の過不足感

新型コロナウイルス感染症の市内業者の経営への影響(売上高)

全体の64%の上高が減少。今後の見通しでも42%が減少を見込むなど非常
に厳しい状況にある。

<コロナ影響期>

(R22月から現在)

全体(N=43田

0%

建設業(N.34)

10% 20%

製造業(N"36)

30%

289

情報通信業(N=9)

40%

卸売業・小売業(N=15田

宿泊業・飲食サーピス業(N=26)

50%

8

60闇

30.6

70%

588

80%

64.0

その他サービス業等(N=125)

デジタル化への対応状況

クラウドシステムは27β%の事業所が対応。他の項目の使用状況は1
とどまる。

医療・福祉(N=50)

90% 100%

16.フ

66.フ

07

55.6

IAI

2.ロボット

3」OT

4クラウドシステム

5,ドローン
23.5

0 26.0

0%

79.5

96.2

1偶

22,2

増加

408

20%

横ぱい

30%

72.0

雇用の過不足感

全体の25%で人材不足

減少

使っていない

40%

不明

89.2

引.1

849

5偶

朝0

60%

663

コロナ前から使っている

70%

2、4

86.9

以下に

ι司3

建設業(N=34

製造業(N=36

(t仁9

卸売業・小廃業(N=156)

6ス

医療・福祉(N*50)

その他サービス禦等(N=125)

8偶

集種別

。特に、

ヒ

9眺 1卯%

2 7,6
,1

1 7.6

5,7 83

06.0

4.8 7.1

コロナ後から使っている

設、情報通、観光は3 越え。

0寓

20,0

24.0

24急

10嘗

19

2偶 3偶

不明

47.1

4偶

60、8

5仇

55.6

60%

63.9

622

500

遇剰

7倶

適当

8仇

248

648

60.0

0.

90鼻 1卯、

フ.1

不足

333

6J

不明

212

83

11.

フ.1

3.8

6.0

83

9



経営状態

コロナ禍での
従業員数

・コロナ前の売上は「増加」と「横ぱい」で乃%と安定傾向

・コロナ後は6割強が減少。但し建設業や情報通信業は比較的影響が少ない
・今後は情報通信や観光業で改善の期待が高い一方、その他業種は慎重な見方

・コロナ禍での従業員数は唯一、情報通信業で増加。その他は現状維持が多いが宿泊・飲食サービス
業の約3割で削減の傾向も

・業界全体で過不足感が強く、特に建設業や情報通信業で不足傾向

・コロナ前で最も設備投資意欲が旺盛だった宿泊・飲食業の投資意欲が減退

・今後は現状を注視しつつ、拡大路線の事業者が多い

・実施率は約1割。継続意向も7割程度と高い

・未実施の3割は実施意欲あり

・ A1やロボットなど先端技術の活用は5%未満と大きくは進展せず

・デジタル化への対応状況(AI、ロボット、10T等)は1割未満と少ない

設備投資

テレワーク

事業所アンケート調査結果サマリー

先端技術活用

コロナ禍における
行政支援策の活

用状況

経営の相談先

コロナ後の経営
スタンス

・利用率7割。国支援策が最多(全体の45%)

今後の重点課題

・半数以上が金融機関か税理士に相談。行政系への相談は2割以下

長崎市の経済活
性化

・優秀な人材育成・確保や多角化、経営全体への変革に対する二ーズが増加

・人材確保・育成や販路拡大、雇用維持や資金繰り、経営効率化などを重視

・視点としては「若者」の視点・「高齢者」の視点に重視

・「観光業」と「再生可能エネルギー」が特に注目。介護・福祉や環境、医療、半導体関連なども注目



イ市民アンケート

●市民アンケート(働き方の変化・増加した外部サービス・消費面の意識変化)

緊事宜言によるき方の変化 感染拡大による消面の意識変化

全体の53.4%が変わったと回答。後についても、「現在のき方を続けたいと 5 以上が、「冷静な消行」、「他人に配慮した消費行
慮.」 0 0

全体(N=561)

男性(N=266)

女性(N=295)

138

0%

13.5

全くモう思わない

2鳴

12.8

加した外部サービス

宅サービスが増との回答が

14.2

40%

39.9

大きく変わつた

429

6側

373

食品や食事の提供や宅配のサービス

80%

46.5

多少変わった

3

44.4

10OX

給5

特に変化はない

0

〒マや不確実な情報に流されず、冷許な消費行動をと
りたい

2.トイレットベーパーやマスウなど、消耗品を大車に使い

たい

200 400

3自分さえよけれぱいいという消費行動はとりたくない

276

24.3

30.1

4.食品のムダをなくし、なるぺく廃棄がないようにしたい

5.食品や白用品の自給牢(国内で生産する割合)を高め

るぺき

6.外国人に頼らなくても、国内経済が回るように考える

ぺき

フ,日ごろから、いざという時の備えとして食晶や日用品

の備蓄を行うておきたい

8.社会や境のことまで考えた消費行動を白ごろから考
えたい

9.新型コロナウイルスの影客で困っている事業者の商

品・サービスをうことで助けたい

10軽済行動が制限されることで地球斑境が改善される
可能性がある

600

全体(N.71D

男性(N・309)

女性(N=402)

0、 1偶 2仇 3偶 4仇 50% 60、 70、 80玉 9偶 lm、

」、「廃ロス」に配

57a

B2

516

50.1

589

41.3

45.2

ヨ42

2ヨ 9

6

45.9

25.6

47.4

46'4

41.

24.目

非常にモう思う

1旦.4

601

22.1

642

そう思う あまり思わない

9.5

40.4
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ー
ー
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現在の仕事と

希望の仕事

コロナ禍による
労働環境や収入

等の変化

勤め先の健康へ
の配慮

コロナ禍による勤
め先の業績の不

安・雇用不安・収
入の不安

急事態,コロナ禍
による働き方の

変化

・現在の仕事は製造業や医療・福祉関連が多いが、希望の仕事としては一次産業や公務などが多い。

若い世代や老年世代は多様なサービス業への憧れが強い

・現在の職種、希望の職種とも専門的・技術的な仕事が最も多いが、事務的な仕事を求める人も多い

・全体的には6割が「変化なし」も、宿泊・飲食サービス業では労働時間、業務量、収入とも大きく減少す
るなど最も影響が大きい

市民アンケート調査結果サマリー

・8割以上が健康への配慮を実感

・業績については全体的には5割以上が不安視。特に宿泊・飲食サービス業において不安が広がる

・雇用については4割が不安視。製造業、卸小売業、飲食・宿泊サービス業において特に不安が広がる
・収入については6割が不安視。年代別では特に若い世代、業種別では、金融や公務を除く幅広い分

野で不安が広がる

.全体では5割が変化を実感。特に、情報通信業、金融保険業、宿泊・飲食サービス業で変化
・在宅勤務や時差出勤等の実施率は約1割。6割以上が収東後も継続を希望するも、在宅環境や職場

のデータ管理の方法などに課題も

.全体の3割に労働の意欲。医療・福祉などの専門的・技術的な仕事やサービスなどが人気。コロナ禍
において4割前後が短時間勤務や在宅勤務を希望

.食事会やイベント参加のキャンセルなど、消費行動が大きく減少

.宅配サービスの増加が3割

.今後は5割以上が「冷静な消費行動」、「他人に配慮した消費行動」、「廃棄ロス」1こ取り組みたいなど
意識面が変化

無職の方の今後

の労働意欲

コロナ禍における
生活スタイルの

変化

長崎市の経済活
性化における期

待業種

.「観光業」と「再生可能エネルギー」が特に注目。介護・福祉や医療関連なども期待



ウ移住希望者アンケート

移住希望の割合

と長崎市が移住
先となる可能性

地方に移住した
い理由

・現在の仕事は製造業や医療・福祉関連が多いが、希望の仕事としては一次産業や公務などが多い。
若い世代や老年世代は多様なサービス業への憧れが強い

・現在の職種、希望の職種とも専門的・技術的な仕事が最も多いが、事務的な仕事を求める人も多い

長崎市に移住す

る場合の希望の

職業と年収

移住希望者アンケート調査結果サマリー

・「気候や自然環境に恵まれたところで暮らしたい」が約4割で最多。「ふるさと(出身地)で暮らしたい」

が3割、「ふるさとではないが、なじみのある地域で暮らしたい」が2割で続く

長崎市に移住す
る場合の課題

・製造業、医療福祉、サービス業、一次産業などの希望が多く、約4割が専門的・技術的な仕事を求め
ている

・希望年収は300~400万円程度。安定した収入が最重要課題に

・安定収入が最大の課題。買い物などの生活利便性や住宅価格・広さなど生活に直結した要素を重視

する傾向



(5)ヒアリング調査

●調査概要

令和3年4月から7月にかけて、大学関係者、金融機関関係者、大手製造業者関係者等に対し、第五次戦略策定に係る考え方や主要産業の動
向等について、ヒアリングを実施した。

人口減少の要因分析が必要。

既存産業について、どのような対応をまとめるかがポイントのーつである。
経済の予測よりもありたい姿をどのようにみせるかが重要。

行政のDX化こそが重要な課題。
経済は民間領域が中心であり行政が対応できることは限られている。今回の戦略は行政がやること
を中心にまとめるべき。
DXやオープンイノベーションを中心とした展開については妥当であると考える。
現実を客観的に踏まえて、戦略を書くべき。第4次を踏まえて第5次戦略を策定すべき。
大手製造業者、その関連業者が変わる。次の5年間でどうなるかを展望すべき。
船だけではなく、環境問題・再生可能エネルギー事業をどうするか。経済成長戦略の方向性にも反
映させる必要あり。

アリング調査調査結果サマリー

戦は行政の取組みを中心としたとりまとめが要

・経済成長戦略は行政施策を中心として取りまとめる

・DXほ重要な課題。行政のDX化も含めた検討を行うことが重要

.大手製造業者の動向は経済全体を大きく左右する。ヒアリングにより詳細を把握
し、戦略にどのように盛り込むべきか検討が必要



向・予測調査

①地域経済概況

●長崎市の地域経済の今後のシナリオ

・実質GDPがコロナ前の水準(令和元年10~12月期)1こ回復するのは令和4年4~6月期ごろと予想され、その後は、年平均06%
程度での安定的な成長を遂げると予想される。

・平成29年度長崎県市町民経済計算(最新版)を基に総生産を試算した結果、令和7年頃の総生産は約1.64兆円程度と予想さ
れる。

年度

和屠

コロナ影響なし

抱加冨

コロナ彰審加味

増加冨

2013 201ι 20152010 2011 2012
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国内の気回復のシナリオ
・令和3年4月以降の3回目の緊急事態宣言の発出で景気下振れりスクが高まっているが、社会全体
で感染防止への取組みが進んでいるうぇ、ワクチンの接種が進む効果、海外経済の拡大などから
深刻な悪化は回避できる見込み。

業種別シナリ水文献調査)
・コロナ禍によるネガティブ要素もあるが、ニューノーマルに対応したビジネスチャンスの拡大やDX

による生産効率向上などポジティブ要素も多い。

地域経済概況調査結果サマリー

長崎市の済は令和4年ごろにコロナ前の水準まで回復しその後は安定的に成長

・新たな変異株の発生などのりスクは含むものの、今後、世界的なワクチン接種の
進展により、経済全体としては回復基調に進むことが予想される。

.実質GDPがコロナ前の水準(令和元年10~12月期)1こ回復するのは令和4年4~6
月期ごろと予想され、その後は、年平均06%程度での安定的な成長を遂げると予
想される。

平成29年度長崎県市町民経済計算(最新版)を基に市内総生産を試算した結果、
令和7年頃の総生産は約1.64兆円程度(平成29年比52%増)と予想される。



4 第四次長崎市経済成長戦略の評価

船(造船・造機製造業)

・省エネ技術・建造技術・1T/10T化への対応の分野で効率的で高い生産性を生み出す体制が確立されてきナニ。県
境対策・省エネ対策・1T/10T化への対応分野で差別化できる高付加価値船・製品が製造されてきた。造船・重機
械の技術を活用して、再生可能エネルギー、石炭火力等の分野への進出が行われてきた。大手造船企業を中
心として国際競争力維持・強化のための技術開発・製品化が行われてきた。

(食品加工・飲食業)
マクロ経済・業界全体として高単価での販売体制の確立は検証できないが、企業によっては、水産加工
などの分野で高単価での販売体制を確立できている。域内の市場縮小分を単価上昇分で補填できている
企業もある。

観(光関
.観光地域づくりの推進体制整備として、平成30年に長崎国際観光コンベンション協会が日本版酬0に登録

令和2年には長崎市版DM0事業計画が策定されるなど本格的な地域づくり体制構築が進んでいる。
企誘致
.平成29年度から令和2年度までの4年間に、新設17社、増設3社を含む20社が長崎市に立地している。特に

最近では、AI・10Tなどの先端的情報関連企業などが、長崎県での社会実証・実装を求めて立地する事例
が増えている。また、新たな動きとして、医療機器メーカーの立地もあり、健康・医療関連産業の立地
も始まった。

観光や企業誘致では一定の効果あり。分野横断型での取みの必要性

.企業誘致や観光振興など一定の効果がみられたものの、グローバル化やコロナ禍の影響に
より造船業や食品加工・飲食業などでは苦境が続いている。業種転換も含めた抜本的な改革
が求められる。

.成長産業で掲げられた「船」「食」「観」「企業誘致」の相互の連携が不足している可能性。統
コンセプトでの取組みやオープンイノペーションなど分野横断型での取組みが期待される。



5 長崎市のポテンシャル分析

①100年に一度のまちづくり。交流拡大やビジネス創出基盤づくりが進む
・令和3年には出島メッセ長崎、長崎のもざき恐竜パークのオープン、令和4年に西九州新幹線開業、令和6年にスタジアムシティ誕生な

ど、現在、本市では100年に一度といわれるまちづくりが展開されている。
新たな人、モノ、情報の交流促進による地場産業の活性化や新産業の創出など経済の多様な側面への波及効果が期待される。

②大学におけるデジタル系人材育成に対する取組みの強化
・長崎大学、長崎県立大学をはじめとする市内大学ではSociety5.0などの新たなデジタル社会に向けた人材育成が進んでいる。
・長崎大学では、令和2年に「情報データ科学部」が新しく設置、長崎県立大学では平成28年に情報システム学部が新設され、令和3年

には情報セキュリティ学科の学生とΠ企業が共同で研究する「情報セキュリティ産学共同研究センター」が開設予定である。今後も
市内の誘致企業やIT企業も含む産学官の連携体制のもと即戦力の人材育成が期待される。

③ICT・DX関連の誘致企業が増加。優秀な人材、ノウハウの受け皿として地場企業との連携も期待
・本市では、企業誘致を積極的に展開。令和元年度までの誘致企業数は28社(市全体の0.2%)、同企業の雇用計画人員は3,723人(市

全体の2.0%)と新たな雇用の受け皿となっている。
・特に近年ではA1や10Tなどの先端的な技術を扱うICT・DX関連企業の誘致が続いており、前述した雇用に加え優秀な人材やノウハウな

どの受け皿や移入先としての期待が高まっている。また、地場企業とのオープンイノベーションの環境整備も進んでおり、産業全体
への波及効果も期待される。

④オープンイノベーションの環境づくりが進行
・令和2年に長崎サミットにおいて「オープンイノベーション宣言」が行われた以降、様々な取組みが行われている。
・本市でも、令和3年度よりオープンイノベーション型事業創出プロジェクト補助金を創設し、新たなビジネスモデル創出に向けた事業

を行う事業者の支援を開始。今後も大学や市内外企業、行政が連携した取組みが期待される。



⑤コロナ禍によるマインドセットや働き方改革など地方創生の新たな可能性
・コロナ禍により東京一極集中の課題が浮き彫りとなった今、企業の地方移転やりモートワーク、地方移住などの新たな生き方・働き

方に注目が集まっている。
・現在でも社会移動の流出超過が続く本市であるが、令和3年4月の社会動態は'1,222人と2年連続減少した。ニューノーマルの新しい

社会は、地方創生の新たな可能性を秘めるものと言える。

⑥コロナ禍で注目を集める長崎大学医学部。ヘルスケア・ライフサイエンス関連産業化への可能性
.熱帯医学研究を目的とする国内唯一の公的機関である長崎大学熱帯医学研究所は、新型コロナウイルス研究で大きな成果をあげて国

内外から注目を集めている。長崎大学では、国家プロジェクトとして、日本はもとより世界の感染症を克服するために、その病原体
の研究と人材育成を担う拠点となるBSL-4施設を支援することを決定。平成29年4月には、この国家プロジェクトを推進するために長
崎大学感染症共同研究拠点が創設され、今後、国家プロジェクトとして感染症に関する研究や人材育成が進むことが予想される。

.大手コンサル会社デロイトトーマッコンサルティンググループのデロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー株式会社が公表
しているレポートによれぱ、国内へルスケアマーケットの規模は45兆円程度と見られ、日本の産業全体の7%程度に相当する巨大マー
ケットであり、コロナ禍や高齢化に伴い市場の拡大は確実とも言える。

.このような社会環境と長崎大学を中心とした本市の医薬環境は今後、ヘルスケア・ライフサイエンス領域の産業化に繋がるボテン
シャルを秘めていると考えられる。

⑦造船をはじめとする海洋関連産業の集積とスト、ソク。海洋資源を活用した新分野への期待
. 160年以上の歴史を持っ本市の造船業は長年に渡り本市の経済をけん引してきた。現在でも三菱造船を中心に多くの関連企業が集積

し、人材、設備、技術が蓄積。近年では造船分野における世界的な競争激化から厳しい状況が続くが、そのストツクを活かし火力発
電事業など新分野への構造転換も進行している。

.カーボンオフセットなど新たな社会に向けた更なる変革が求められるが、長年に渡り培われた本市の海洋・モノづくりのストツクは
貴重な財産であることは言うまでもなく、豊かな自然環境を活用しながら、今後も本市の経済を牽引する分野として更なる進化・活
性化が期待される。

⑧観光地としての高いボテンシャル。出島メッセ長崎開業による交流の産業化の加速に期待
.民間調査会社のブランド総合研究所が毎年実施する市区町村魅力度ランキング2020において、本市は全国22位と上位にランクしてい

る。また、゛TBパワーインデックス調査2020年においても、認知度、訪問意向、総合満足度、再訪意向、推奨意向とも全国平均を上回
るなど、国内有数の観光地としてのボテンシャルは依然として高い。

.平成30年、本市の観光振興の舵取り役となる長崎市DM0を設置。令和2年には観光庁より重点支援DMO (全国32法人)に選定。同年、本
市観光.MICE戦略及び本市版酬0事業計画が策定され今後の更なる展開が予定されている。

.令和3年11月には出島メッセ長崎が開業。多様な川CEの開催など本市が掲げる交流の産業化の加速化が期待される。



・100年に一度のまちづくり。交流拡大やビジネス創出基盤づくりが進む
・大学におけるデジタル系人材育成に対する取組みの強化
・1CT・DX関連の誘致企業が増加。優秀な人材、ノウハウの受け皿として地場企業との連携も期待
・オープンイノベーションの環境づくりが進行
・コロナ禍によるマインドセットや働き方改革など地方創生の新たな可能性
・コロナ禍で注目を集める長崎大学医学部。ヘルスケア・ライフサイエンス関連産業化への可能性
・造船をはじめとする海洋関連産業の集積とストック。海洋資源を活用した新分野への期待

・観光地としての高いボテンシャル。出島メッセ長崎の開業による交流の産業化の加速に期待

長崎市のポテンシャル分析サマリー

100年に1度のまちづくりなど大きなポテンシャル。
ピンチをチャンスに変える大胆な施策が必要

コロナ禍による非常に厳しい状況にあるが、長崎市全体を佑瞰すると100年に一度
のまちづくりや大学の取組みなど大きなボテンシャルがあふれている。今後は、こ
れまでにない視点で産学官が一体となった戦略的な取組みが必要である。



6 課題分析

【課題1】域外から所得を獲得する稼く力のある産業の育成

既存の基幹産業の市拡大やメガトレンドに合わせた造換(新分野進出など)のほか、ポストコロナを見据えた新
産の成などにより、本市の持可能な経済基盤となる成 のクラスターを形成することが求められている。
→経済情勢の動向把握(P4)、地域経済の実態調査(PI0・13・19)、長崎市のポテンシャル分析中28・29)

】域内サプライチエーンの構築や域内調達率の向上など地域内で所得か循環する仕組みづくし

本市の所得循造をみると総生産の13.1%(1,940億円程度)の所得が域外へ流出している。域内企業の争力の
化やサブライチエーンの構築、消環境の整備にょり所得が域内で循する造を築する必要がある。
→経済情勢の動向把握中4)、地域経済の実態調査(P12)

【課題3】経済界全体における労働生産性の向上と経営基盤強化に向けた取組み強化

本市の労生産性は全国平均に比べ低い水準にある。特に付価の大きい情報通やサーピス業などを中心に、界
を挙げた労生産性の向上に取り組む必がある。
→経済情勢の動向把握炉4)、地域経済の実態調査(P14・19・21)

【課題4】新たな活力源となる企業誘致や新規創業(スタートアツプ)・オープンイノベーシヨンなど分野
横断型での取組み支援の強化

本市では、1T.先端技分野や保険・即0(企の間接部門業務を受託する事業)分野などを中心に付加価の高い企
誘致が進行中である。今は、将来的な成クラスター形成をする分など、職略性のある企誘致に一層取り

組む必要がある。また、同時に連する分の創支やオーブンイノベーシヨンにょる事出などに取りむ必
がある。

→地域経済の実態調査中8)、長崎市のポテンシャル分析(P28)

【課題5】人材確保・人材育成と多様な働き方など人への投資の拡大

若者の人口流出が進む中、企の人材不足が顕在化している。今は、大と携した地元定着の強化に努めるととも
に、マッチング強化や人材成、多なき方への対など人への投資拡大を図ることが必である。

→地域経済の実態調査(P6・フ・19・21)
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成長可能性分野

長崎市の経済活性化を牽引する成長可能性がある分野を各種調査をもとに評価

アンケート調査定データ(経済センサス・企決算データ)
労コロナ

事業者の期待 市民の期待雇用力ぐ力

1.農業・林業 X XX

2.漁業 XX

3.鉱業・採石業・砂利採取業 X

4.建設業

05.製造業 . .

●再エネ関連)●再エネ関連6.電気・ガス,熱供給・水道業 X

0フ.情報通信業 00XX

8.運輸業・郵便業

09.卸売業・小売業

10.金融業・保険業 X

Ⅱ.不動産業・物品賃貸業 X X

12.学術研究・専門・技術サービス業

0.13.宿泊業・飲食サービス業 .XX

14.生活関連サービス業 △

15.教育・学習支援業 XX

0●(ヘルスケア含む)●(ヘルスケア含む)16.医療・福祉(※関連産業として) 0X

17.複合サービス業 XX

18,サービス業(その他) △ △ X

コロナ脆弱性.企業決算データの経常利益のコロナ後/コロナ前との比較において、 0(強い)10%以上、△(普通):10~-10%、 X(弱い):-10%未満
稼ぐ力:付加価値額(経済センサス) 0(強い)2000億円~1000億円、△(普通)1000億円~300億円、 X(弱い)300億円未満
労働生産性(経済センサス) 0(高い)500万円以上/人、△(普通)500~400万円/人、X(低い)400万円/人未満
雇用力(経済センサス):0(強い)4~1万人、△(普通)1万人~1千人、 X(弱い)1千人未満
事業者・市民の期待:各アンケート結果●30%以上、030%~10%未満

評価
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